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第第第第４４４４次小牧市行政改革大綱次小牧市行政改革大綱次小牧市行政改革大綱次小牧市行政改革大綱（（（（改訂版改訂版改訂版改訂版））））    
 

    

ⅠⅠⅠⅠ    行政改革行政改革行政改革行政改革のののの背景背景背景背景とととと必要性必要性必要性必要性    

 

１１１１    行政改革行政改革行政改革行政改革のののの経緯経緯経緯経緯    

小牧市では、時代とともに変化する様々な行政への要望に応え、市民が

暮らしやすく、いきいきとした地域社会を目指して、昭和６１年３月に小

牧市行政改革大綱を策定しました。その大綱に沿って、従来実施してきた

事業を見直し、ＯＡ化を進めるなど、行政の合理化・効率化に努めました。 

その後も、高齢化が進み、環境に対する意識が高まるなど、変化し続け

る社会に対応するため、第２次、第３次の行政改革大綱を策定してきまし

た。また、平成１８年３月には第３次小牧市行政改革大綱の基本方針に沿

い、より一層効果的で質の高い市民サービスの提供を目指すため、小牧市

集中改革プラン ※ １ を策定しました。 

さらに、平成１９年３月には第４次小牧市行政改革大綱を策定し、時代

の変化に対応した行政改革を進めています。 

今回の見直しは、第４次小牧市行政改革大綱策定後にスタートした第６

次小牧市総合計画との整合を図り、新たな取組み等を追加し、推進期間を

平成２５年度末までの７年間に延長しました。 

 

 

２２２２    行政改革行政改革行政改革行政改革のののの必要性必要性必要性必要性    

少子高齢化と人口減少社会 ※ ２ の到来により、労働力人口の減少、社会保

障費の増加など、社会経済に与える影響が懸念されています。 

また、地方自治の大きな潮流となっている地域主権 ※ ３ の進展は、住民に

身近な地方自治体である市町村の役割が大きなものとなり、自主性と自立

性が一層重要になってきます。 

さらには、生活水準の向上、国際化や情報化の進展、就業形態の変化な

どによる市民ニーズの多様化など、本市を取り巻く社会経済情勢は、今後

も大きく変化していくものと予想します。 
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こうした状況の中、行政資源 ※ ４ を効果的・効率的に活用し、地域におけ

る市民サービスの向上を図っていく必要があります。 

そのためには、市民と行政の協働によるまちづくりを推進する基盤・体

制づくりと、さらなる行政改革の推進による強固な行財政基盤の確立が必

要となっています。 

 

 

３３３３    行政改革行政改革行政改革行政改革のののの目的目的目的目的    

本大綱は、第６次小牧市総合計画に掲げる将来都市像「人と緑 かがや

く創造のまち」の実現に向けた取り組みを着実に推進するため、市民と行

政との協働を基本として、効果的・効率的な行政経営に計画的に取り組む

ことを目的とします。
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ⅡⅡⅡⅡ    行政改革行政改革行政改革行政改革のののの内容内容内容内容    

    

１１１１    新新新新たなたなたなたな社会社会社会社会のののの変化変化変化変化にににに対応対応対応対応したしたしたした行政運営行政運営行政運営行政運営    

少子高齢化と人口減少社会 ※ ２ の到来、地域主権 ※ ３ の進展等により市民

サービスの領域が拡大する中、市民ニーズは多様化・高度化してきていま

す。 

このような社会の変化に対応するため、市民と行政との協働体制の構築

をしていくとともに、市民活動団体 ※ ５ やＮＰＯ法人 ※ ６ などの多様な主体

との協働を更に推進していきます。 

また、透明で、地域に開かれた行政とするため、情報公開に取り組んで

いきます。 

 

(1)(1)(1)(1)市民協働市民協働市民協働市民協働のののの推進推進推進推進    

さ まざ ま な 地 域の 課 題を 身 近 に 把握 し てい る 市 民 活動 団 体 ※ ５ やＮ Ｐ

Ｏ法人 ※ ６ など、多様な主体との協働を推進します。そして地域の課題に

応じた市民サービスを提供していきます。 

また、市民活動団体 ※ ５ やＮＰＯ法人 ※ ６ などとは、行政と対等な立場

で連携しながら、その活動を支援します。 

 

(2)(2)(2)(2)民間活力民間活力民間活力民間活力のののの導入導入導入導入    

簡素かつ効率的な行政の運営を図るため、公的責任に留意しながら民

間の活力を導入します。 

特に、公の施設 ※ ７ の管理運営については、指定管理者制度 ※ ８ を有効

に活用していきます。 

 

(3)(3)(3)(3)公正公正公正公正のののの確保確保確保確保とととと透明性透明性透明性透明性のののの向上向上向上向上    

行政運営のパートナーである市民に対して、行政の持つ情報を速やか

にかつわかりやすい形で提供し、情報の共有化を図ります。 

また、個人情報の保護に努めながら、情報公開条例の適正な運用を図

ります。 
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(4)(4)(4)(4)外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体 ※ ９ のののの見直見直見直見直しししし  

「外郭団体等の改革に関する指針」に基づき、自立した組織運営がで

きるよう外郭団体等の見直しを推進します。 

 

２２２２    健全健全健全健全なななな財政運営財政運営財政運営財政運営    

少子高齢化の進展などにより、今後、市税収入の大幅な伸びを見込むこ

とが難しいうえ、社会保障費の増加が見込まれています。 

こうした状況の中で、施策・事業を常に見直すことにより、社会の変化

に対応しつつ、将来に過大な負担をかけない健全で安定した財政運営の確

立を図ります。    

  

(1)(1)(1)(1)事務事業事務事業事務事業事務事業のののの見直見直見直見直しししし    

限られた行政資源 ※ ４ を有効に活用するため、常に事務事業を見直し、

スクラップ・アンド・ビルド ※ 10 に取り組みます。 

 

(2)(2)(2)(2)補助金補助金補助金補助金 ※ 11 等等等等のののの見直見直見直見直しししし    

各種補助金等については、その性質や効果等を検証し、統廃合や終期

設定の検討等、定期的な見直しを行います。 

 

(3)(3)(3)(3)財政財政財政財政のののの健全化健全化健全化健全化    

自立し安定した行政経営を推進するため、中期的な財政の見通しを踏

まえつつ、計画的な財政運営を行います。また、市民に対し財政状況を

分かりやすく公表します。 

外郭団体 ※ ９ を含めた市全体の資産・負債等の状況を的確に把握し、公

表するとともに、資産の有効活用に努めます。 

市税等の収納率向上のための体制強化、使用料・手数料等の定期的な

見直しなどを行い、公平な負担による自主財源の確保に努めます。 

経費全般にわたる見直し、将来的な負担を考慮した適正規模の市債発

行、公共工事等における入札制度の改善等を推進します。 
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(4)(4)(4)(4)地方公営企業地方公営企業地方公営企業地方公営企業※ 12 等等等等のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化    

地方公営企業については、設置目的に合った市民サービスを提供する

とともに、公営企業としての経済性を考慮し、収入の確保と経費の節減

に努め、経営の健全化を進めます。 

そのため、中期・長期経営計画に基づき、経営改革の推進に取り組ん

でいきます。 

  

(5)(5)(5)(5)公公公公のののの施設施設施設施設 ※※※※ 7777 のののの有効活有効活有効活有効活用用用用    

長期的な視点に立った維持修繕により、施設の長寿命化を図ります。

多様化する市民ニーズを見極めながら、指定管理者制度 ※ ８ や民間委託な

どを活用した、効率的な施設管理に努めます。 

 

３３３３    効率的効率的効率的効率的なななな組織組織組織組織のののの確立確立確立確立    

効率的な行政経営を推進し、変化する社会に柔軟に対応できるよう、

市の組織体制を確立します。 

また、職員一人ひとりが社会の変化に対応し、自ら業務改善に取り組

み、市民とともに行動できるよう、人材育成に努めます。 

 

(1)(1)(1)(1)組織体制組織体制組織体制組織体制のののの整備整備整備整備    

市民から見てわかりやすい組織体制の確立を図ります。 

市民サービスの拡充や業務の効率化を目指し、時代の要請に即して柔

軟に対応できる組織づくりを進めます。 

また、より一層の市民サービスの向上を図るため、周辺市町との連携

を進めます。    
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(2)(2)(2)(2)定員管理定員管理定員管理定員管理・・・・給与給与給与給与のののの適正化適正化適正化適正化    

人材育成や職員の能力開発に取り組むとともに、再任用職員 ※ 13、任

期付職員 ※ 14、非常勤職員など多様な任用形態を推進し、効果的・効率

的な定員の適正化を行います。 

また、職員給与については、随時見直しを図りながら、給与の適正化

に努めます。 

 

(3)(3)(3)(3)人材育成人材育成人材育成人材育成のののの推進推進推進推進    

社会の変化に対応し、多様化する行政課題に迅速に対応できる職員の

育成を図ります。 

人材育成基本方針に基づき、小牧市が求める職員像を実現するため、

人事評価制度をはじめ、人事制度全体で職員の意欲向上や能力開発、意

識改革を行ないます。 

 

(4)(4)(4)(4)電子自治体電子自治体電子自治体電子自治体のののの推進推進推進推進    

ＩＴ ※ 15 を活用し、市民との情報の共有化や市民参加の機会を拡充し

ます。また、行政手続きの電子化や簡略化等により、市民サービスの更

なる向上と業務の効率化を図ります。 

システムの開発や運用においては、小牧市内だけにとらわれず広域的

な対応も検討します。また、個人情報の保護など情報の管理にも的確に

対応します。
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ⅢⅢⅢⅢ     計画計画計画計画のののの体系体系体系体系  

  

 

※ 詳 細 は 別 添  

『 第 ４ 次 小 牧 市 行 政 改 革 推 進 計 画 案 』 参 照  

 

 

 

(1)市民協働の推進 

 

 

 

 

(2)民間活力の導入 

 

(3)公正の確保と透明性の向上 

 

(4)外郭団体の見直し 
 

 
 

(1)事務事業の見直し 

 

 

(2)補助金等の見直し 

 

(3)財政の健全化 

 

(4)地方公営企業等の経営健全化 

 

(5)公の施設の有効活用 

 

(1)組織体制の整備 

 

(2)定員管理・給与の適正化 

 

(3)人材育成の推進 

 

(4)電子自治体の推進 

1  市民活動団体や NPO 法人との協働推進 

２  (仮称)南部コミュニティセンター運営協議会の発足 

３  自主防犯パトロール隊の育成支援 

４  ファミリーサポートセンター運営事業 

５  市民と一体となったごみ減量の推進 

６  事業所と連携した環境改善の推進 

７  ポイ捨てによるごみの散乱防止 

８  市民との協働による環境保全の推進 

９  市民と一体となった水害に強いまちづくりの推進 

10 市民参加による公園整備 

11 学校評議員制の運営の充実 

12 女性委員の参画の促進 

13 地域防災力の向上 

14 高齢者の介護予防ボランティアの育成 

15 地域住民、ボランティア団体、ＮＰＯ法人等の社会 

福祉活動への支援 

16 男女共同参画普及委員の充実 
 
17 指定管理者制度の活用 

18 民間委託の推進 

19 保育園の管理・運営形態のあり方に関する検討 

20 ごみ収集業務の民間委託化 

21 学校給食業務の民間委託の実施 
 
22 市ホームページの充実・強化・バリアフリー化 

23 事務事業評価、施策評価の推進 

24 パブリックコメント制度の推進 
 

25 外郭団体等の改革の推進 
 
26 情報セキュリティの強化 

27 公共工事のコスト縮減 

28 クリーンエネルギー自動車の導入の推進 

29 共有者用納税通知書の導入 

30 滞納者データファイルの導入 

31 環境マネジメントシステムの充実 

32 資源回収の拡充 

33 小牧市環境基本計画の継続的改善による重点施策の推進 
 

34 補助金の見直し 
 
35 使用料、手数料の見直し 

36 資産の把握と有効活用 

37 コンビニ収納等の導入、検討 

38 口座振替利用促進 
 
39 中期経営計画の策定（市民病院） 

40 病院における経営改革の推進 

41 中長期運営計画の策定（水道部） 
 

42 地域共同利用施設等での子どもの育成 
 
43 効率的・効果的な組織体制の整備 

44 窓口業務の改善 

45 広域交通ネットワークの形成 

46 消防広域化の推進 
 
47 定員管理の適正化 

48 給与の適正化 

49 再任用職員の活用 
 
50 職員提案制度の充実 

51 人材育成の推進 
 
52 市民の声等の庁内共有（データベース化） 

53 あいち電子自治体推進協議会によるｲﾝﾀｰﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの活用 

54 統合型地図情報システムの充実 

55 電子入札制度の導入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 新 た な 社 会 の 変 化 に  

対 応 し た 行 政 運 営  

 

 

 

 

 

 

 

2 健 全 な 財 政 運 営  

 

 

 

 

 

 

3 効 率 的 な 組 織 の 確 立  
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《用語解説》  

                                                   
※ １  小 牧 市 集 中 改 革小 牧 市 集 中 改 革小 牧 市 集 中 改 革小 牧 市 集 中 改 革 プ ラ ンプ ラ ンプ ラ ンプ ラ ン                                         

第 3 次 小 牧 市 行 政 改 革 大 綱 に 基 づ き 、 よ り 一 層 効 率 的 な 市 政 経 営 を 確 立 し 、 質 の 高 い 行 政 サ ー

ビ ス の 提 供 を 目 指 し 、 平 成 21 年 度 末 ま で を 計 画 期 間 と し 、 平 成 18 年 3 月 に 策 定 し た も の 。  

 

※ ２  人 口 減 少 社 会人 口 減 少 社 会人 口 減 少 社 会人 口 減 少 社 会     

こ れ ま で の 日 本 の よ う に 、 毎 年 の 死 亡 人 口 よ り も 誕 生 人 口 の ほ う が 多 く 人 口 が 自 然 増 し て い く

社 会 で は な く 、 新 し く 誕 生 す る 新 生 児 の 数 が 少 な く 、 人 口 の 自 然 増 が 期 待 で き な い 社 会 。  

 
※ 3     地 域 主 権地 域 主 権地 域 主 権地 域 主 権                                                                                                                                                    

住 民 に 身 近 な 行 政 は 、 地 方 公 共 団 体 が 自 主 的 か つ 総 合 的 に 広 く 担 う よ う に す る と と も に 、 地 域

住 民 が 自 ら の 判 断 と 責 任 に お い て 地 域 の 諸 課 題 に 取 り 組 む こ と 。  

 

※ 4 行 政 資 源行 政 資 源行 政 資 源行 政 資 源                                                                                                                                                    

ヒ ト （ 人 材 ）、 モ ノ （ 施 設 ・ 備 品 ）、 カ ネ （ 財 源 ） な ど 行 政 活 動 の も と に な る も の の こ と 。     

 

※ 5 市 民 活 動 団 体市 民 活 動 団 体市 民 活 動 団 体市 民 活 動 団 体  

市 内 で 市 民 活 動 を 行 う グ ル ー プ ・ ボ ラ ン テ ィ ア （ 特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 に 定 め る 法 人 格 の 有 無

は 問 い ま せ ん ）  

 
※ 6 N P ON P ON P ON P O 法 人法 人法 人法 人  

特 定 非 営 利 活 動 促 進 法 に 基 づ き 、 法 人 格 を 取 得 し た 組 織 。  

 

※ 7 公公公公 のののの 施 設施 設施 設施 設  

市 民 会 館 、 野 球 場 等 ス ポ ー ツ 施 設 、 公 園 、 コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー の よ う な 、 住 民 の 福 祉 を 増 進

す る 目 的 を も っ て そ の 利 用 に 供 す る た め の 施 設 。  

 

※ 8 指 定 管 理 者 制 度指 定 管 理 者 制 度指 定 管 理 者 制 度指 定 管 理 者 制 度  

民 間 の 能 力 を 活 用 す る こ と に よ っ て 、 多 様 化 す る 市 民 ニ ー ズ に 効 果 的 ・ 効 率 的 に 対 応 し 、 住 民

サ ー ビ ス の 向 上 や 経 費 の 節 減 を 図 る た め 、 公 の 施 設 の 管 理 を 市 が 指 定 す る 法 人 や そ の 他 の 団 体

が 行 う 制 度 。  

 

※ 9 外 郭 団 体外 郭 団 体外 郭 団 体外 郭 団 体  

市 か ら の 財 政 支 出 や 人 的 支 援 の 状 況 か ら 判 断 し て 、 市 と 関 連 が 深 い 団 体 を い う 。 団 体 の 運 営 が

本 市 の 継 続 的 な 財 政 支 出 に 大 き く 依 存 し て い る も の を 含 む 。  

 

※ 10 ス ク ラ ッ プス ク ラ ッ プス ク ラ ッ プス ク ラ ッ プ ・・・・ ア ン ドア ン ドア ン ドア ン ド ・・・・ ビ ル ドビ ル ドビ ル ドビ ル ド  

老 朽 化 し た 建 物 ・ 設 備 を 一 度 廃 棄 や 取 り 壊 し て 、 そ の 後 最 新 鋭 の 技 術 な ど を 生 か し た 新 し い 設

備 な ど に リ ニ ュ ー ア ル さ せ る こ と 。 自 治 体 組 織 に 対 し て も 同 様 に 再 構 築 す る こ と 。  

 

※ 11 補 助 金補 助 金補 助 金補 助 金  

団 体 、 個 人 の 行 う 特 定 の 事 務 事 業 等 に 対 し 、 公 益 上 必 要 が あ る と 認 め た 場 合 に 、 そ の 事 務 事 業

の 実 施 に あ た り 行 政 目 的 を 効 果 的 か つ 効 率 的 に 達 成 す る た め 、 反 対 給 付 を 求 め る こ と な く 行 う

金 銭 的 給 付 。  

    

※ 12 地 方 公 営 企 業地 方 公 営 企 業地 方 公 営 企 業地 方 公 営 企 業  

都 道 府 県 な ど の 地 方 公 共 団 体 が 、 住 民 の 福 祉 増 進 を 目 的 と し て 経 営 す る 企 業 の こ と 。 民 間 企 業

と 同 じ よ う に 、 企 業 と し て の 経 済 性 が 求 め ら れ る 。 一 般 の 行 政 機 関 も 、 地 方 公 営 企 業 も 、 利 潤

の 追 求 が 目 的 で は な く 、 あ く ま で も 公 共 の 福 祉 の 増 進 を 目 的 と し て い る が 、 一 般 の 行 政 機 関 で

は 税 金 で 経 費 を ま か な っ て い る の に 対 し て 、 地 方 公 営 企 業 は 、 原 則 と し て 民 間 の 会 社 と 同 様 に

「 独 立 採 算 」 で 経 営 さ れ て い る 。 た と え ば 、 水 道 事 業 で は 、 水 道 料 金 な ど の 料 金 収 入 に よ っ て

ま か な わ れ て い る 。  

    

※ 13 再 任 用 職 員再 任 用 職 員再 任 用 職 員再 任 用 職 員  

地 方 公 共 団 体 の 定 年 退 職 者 等 で 、 従 前 の 勤 務 実 績 等 に 基 づ く 選 考 に よ り 再 び 採 用 さ れ た 者 の こ

と 。 任 用 形 態 は 常 勤 （ 常 時 勤 務 を 要 す る 職 ） と 非 常 勤 （ 短 時 間 勤 務 の 職 ） と が あ る 。 本 格 的 な

高 齢 化 社 会 に 対 応 し 、 高 齢 者 の 知 識 ・ 経 験 を 社 会 的 に 活 用 す る と と も に 、 定 年 以 後 の 生 活 を 支

え る た め 導 入 さ れ た 制 度 。  

 



  

 １１ 

                                                                                                                                                                   
※ 1４  任 期 付 職 員任 期 付 職 員任 期 付 職 員任 期 付 職 員     

「 地 方 公 共 団 体 の 一 般 職 の 任 期 付 職 員 の 採 用 に 関 す る 法 律 」 に 基 づ き 採 用 さ れ る 職 員 。 任 用 形

態 は 常 勤 （ 常 時 勤 務 を 要 す る 職 ） と 非 常 勤 （ 短 時 間 勤 務 の 職 ） と が あ る 。  

    

※ 15 IIIIＴＴＴＴ  

コ ン ピ ュ ー タ や デ ー タ 通 信 に 関 す る 技 術 の 総 称 。 コ ン ピ ュ ー タ お よ び 通 信 ネ ッ ト ワ ー ク の 発 展

に 伴 い 、 情 報 の 高 付 加 価 値 化 、 効 率 化 を 目 指 す 電 子 情 報 活 用 技 術 全 般 を 指 す 。「 Information 

Technology」（ イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン  テ ク ノ ロ ジ ー ） の 略 。 最 近 で は 、 情 報 通 信 に お け る コ ミ

ュ ニ ケ ー シ ョ ン の 重 要 性 を 明 確 に す る た め 、「 Ｉ Ｃ Ｔ 」（ Information ＆  Communications 

Technology）（ イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン  ア ン ド  コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン  テ ク ノ ロ ジ ー ）と 用 い る こ と

も あ る 。     


